
武豊町屋内温水プール施設整備・管理運営事業

実施方針、要求水準書(案)(平成 30年 6月 29日改定)に関する

質問及び意見への回答

平成 30年 8月 13日

武豊町



実施方針　質問記入欄

Ｎｏ 頁 1 1.1 (1) 1) ① a) a 項目等 質問内容 回答

1 3 1 1.1 (9)
事業期間終
了時の措置

「施設の性能が確保」とありますが、社会通念上許される経年劣化は補修不要
と考えて宜しいでしょうか。

実施方針に記載のとおり、本町が継続して施設運営を行うことに支障の無い状
態であれば結構です。

2 4 1 1.1 (10) 3) ⑦ 修繕業務

平成30年6月29日付の実施方針(案)等に関する質問及び意見への回答の№2
で「軽微な部品の更新は、建築設備保守管理業務に含まれるものとします」と
のご回答でしたが、例えばエアコンの室内機や室外機、給湯器等々、機器の本
体ごと更新(取替)を行う場合は、事業者の修繕業務に含むのでしょうか。

実施方針に記載のとおり、設備に関して、機器、配管、配線の全面的な更新は
修繕業務に含みません。

3 6 1 1.1 (11) 4)

建物及び土
地の使用料
の負担につ
いて

運用開始後の職員用駐車場についても行政財産目的外使用料が発生しない
という認識で宜しいでしょうか。

お見込みの通りです。

4 10 2 2.3 (2)
業務実施企
業の参加資
格要件

「すべての代表企業、構成企業及び協力企業は、本町の入札参加資格者名簿
（当該年度）に登録されていなければならない。」との記載がございますが、設
計、建設、工事監理、維持管理、運営の各業務以外の業務（例えばSPC運営
業務）を受託する企業は、入札参加資格者名簿の大分類「03．役務の提供
等」、中分類「16．その他の委託業務委託等」に登録されていればよろしいで
しょうか。

事業者の提案によるため、適宜、登録してください。

5 10 2 2.3 (1) ⑥
入札参加者
の構成など

協力企業が消え入札参加グループのみの表現に変更されましたがコンソーシ
アム形成に苦慮しており参加グループに適した企業がみつからない場合、減点
要素はどれぐらいあるのでしょうか。入札公告前にご教示お願い致します。

参加資格要件を満たしていれば問題なく、減点はありません。

6 13 2 2.3 (4) ＳＰＣ設立等

事業予定地内にＳＰＣ設立は不可と変更されましたが町内に参加グループ企
業や協力企業が不在の場合、新たに探さねばなりません。費用負担や運営の
ことを考えると無駄になり再考できませんでしょうか。また、雇用する職員宅で
も可能でしょうか。

事業予定地内へのSPCの設立は不可とします。また、雇用する職員宅での設
立も不可とします。

様式1-2



要求水準書（案）（平成30年6月29日改定）　質問記入欄

Ｎｏ 頁 章 節 1 1.1 (1) 1) ① a) a 項目等 質問内容 回答

1 5 第1章 第3節 5 (1)
本町からの
サービス対価

設計業務に係るサービス対価は、「設計業務完了年度」に支払われるとのこと
ですが、「設計業務完了年度」とは実施設計が完了した当該年度との理解で宜
しいでしょうか。

お見込みの通りです。

2 7 第1章 第3節 5

表1-1
本施設におけ
るサービスの
対価、運営収
入の対象

『提案施設の施設整備は、サービス対価にふくまれるもの』とありますが、個別
対話の結果No.8の回答には、『予定価格について予定価格は、必須施設のみ
の事業費を考慮しています』とあります。矛盾した内容となっていますので、詳
細をご教示頂けますでしょうか。

予定価格の範囲内で必須施設との連携・相乗効果が見込める施設を提案して
下さい。

3 7 第1章 第3節 5

表1-1
本施設におけ
るサービスの
対価、運営収
入の対象

自主事業及び提案施設の費用が事業者負担と変更になりました。この中で光
熱水費の算出しづらい面は事業者提案とありますが収支試算を行う上で目安
になる算出ガイドラインをお示しいただけないでしょうか。

事業者の提案によるものとします。

4 11 第1章 第6節 (4)
表1-3　学校利
用スケジュール

利用スケジュールの時間が変更になりました。確認ですが児童がプールに入水
する時間または、本施設に到着し入館する時間のどちらをお考えでしょうか。職
員の出勤時間割作成に必要な為　ご教示ください。

本施設に到着し、入館する時間を示しています。

5 12 第1章 第6節 (6) 表1‐6

温浴施設の利用料金が事業者提案によることになりました。また、提案施設に
ついても独立採算型の運営になりました。事業者が営利を目的とする料金設定
をし運営をする場合、特殊浴場にならないでしょうか。不知な面ありご教授くださ
い。

利用料金及び提案施設は町が確認し、許可するものとします。

6 26 第2章 第2節 (5) i プールサイド

ⅲ）の「洗体用のシャワー等」や、ⅳ）の「体を拭くことのできるスペース」「バスタ
オルを置くスペース」では「170人以上」の利用を想定されていることを踏まえる
と、「プールサイドは、学校利用時、児童170人程度の同時利用に対応できるス
ペース」とありますが、こちらも「児童170人以上」の利用を想定されているとの
理解して宜しいでしょうか。

お見込みの通りです。「170人以上」に修正します。

7 27 第2章 第2節 1 (8) ⅲ 更衣室

『更衣室は、温浴施設・スタジオ・トレーニング室利用者の更衣室との併用も可
とするが、温浴施設利用者の脱衣室との併用は不可とする』とありますが、温
浴施設は水着の有無によって施設及び動線を分けるということを意図したもの
なのでしょうか。

温浴施設利用者専用の脱衣室を設ける必要があります。

8 28 第2章 第2節 3 (1) スタジオ

（前段）利用者を40人以上と変更されましたがスタジオ機能以外の事業による
利用形態(健康・スポーツ事業に合致した利用）も提案可能という理解でよろし
いでしょうか。
（後段）また、鏡張り壁は、収納式でもかまいませんでしょうか。

（前段）お見込みの通りです。
（後段）構いません。

9 29 第2章 第2節 4 ⅳ 会議室
『会議室を児童の更衣室として利用』とありますが、プール更衣室と併用するこ
とを前提としているのでしょうか、もしくは学校利用時のときは会議室のみを更
衣室として使う想定でしょうか。ご教示ください。

併用することを想定しています。

様式1-4



要求水準書（案）（平成30年6月29日改定）　質問記入欄

Ｎｏ 頁 章 節 1 1.1 (1) 1) ① a) a 項目等 質問内容 回答

様式1-4

10 30 第2章 第2節 6 (1) i ｴﾝﾄﾗﾝｽﾎｰﾙ
「児童170人の待機スペース」とありますが、「児童170人以上」の利用を想定さ
れているとの理解で宜しいでしょうか。

お見込みの通りです。「170人以上」に修正します。

11 47 第4章 第3節
建築設備保守
管理業務

保守管理業務の対象に（熱供給管含む）とありますが、事業予定地内のみとの
認識で宜しいでしょうか。

お見込みのとおりです。

12 54 第4章 第8節 修繕業務

修繕費は年額300万円（税込）を上限として事業年度毎に支払われるのではな
く、総額4,500万円（税込）を上限として、修繕（保全）計画の提案に基づいた金
額が年度初頭に支払われ、執行残額は返還し、不足分は協議するとの認識で
宜しいでしょうか。

入札公告時に事業契約書（案）にて提示します。

13 54 第4章 第8節 修繕業務
事業期間終了後2年間は、修繕を必要としないことを前提に計画する事とありま
すが、設備機器等予期せぬ故障等が発生した場合は、この限りではないと解
釈してよろしいでしょうか。

お見込みの通りです。

14 62 第5章 第5節 1 ⅶ
学校利用運営
補助業務

一般利用者と児童の動線は交わらないよう配慮とありますが、エントランスホー
ルに児童を待機させるため、一般利用者入り口を他に設けるべきか、エントラン
スホール内で動線が交わらないように配慮すればよいかご教示ください。

事業者の提案によるものとします。

15 7 第1章 第3節 5

表1-1
本施設におけ
るサービスの
対価、運営収
入の対象

トレーニング室の運営費用が独立採算型に変更になりましたが、この場合ト
レーニング室に常駐をする指導員の人件費はサービスの対価としていただけな
いということでしょうか。

お見込みの通りです。



要求水準書（案）（平成30年6月29日改定）　意見記入欄

Ｎｏ 頁 章 節 1 1.1 (1) 1) ① a) a 項目等 意見内容 回答

1 11 第1章 第6節 (4)
本施設の運営
日・運営時間

運営時間の設定が23時までとなっていますが、最寄り駅となり得る２駅につい
ては1線河和・内海方面を除き23時以降の運行がほぼ無いと思われます。
施設勤務者の通勤について専用の駐車場の設定及び車通勤の許可も提案内
容として含まれるのでしょうか？

お見込みの通りです。駐車場は、施設勤務者用の駐車場を含めず、150台分以
上確保するようにしてください。

2 13 第1章 第6節 (7) 熱供給
7行目「原則として余すことなく本施設で使い切ることとする。」の記載について
給湯・空調以外に想定熱量を下回る使用に備え排熱利用設備の追加検討が
必要との解釈で宜しいですか？

事業者の提案によるものとします。

3 47 第4章 第3節

10行目に「消防法の定期点検制度（消防用設備等点検、防火対象物の定期点
検）」の記載がありますが、添付資料8「主な維持管理業務項目詳細一覧」2-
(1)-⑧　防火設備点検概要について「法定義務」の欄に〇がありません。
平成28年6月施行定期報告制度に基づく点検では無いとの解釈で宜しいです
か？
また、それによる年1～2回との表記であれば自主検査として捉えても宜しいで
すか？

消防法第8条の2の2に基づく、防火対象物定期点検報告及び建築基準法第12
条に基づく、防火設備の定期検査報告に該当します。要求水準書　添付資料8
「主な維持管理業務項目詳細一覧」を修正します。

4 52 第4章 第6節 2 (2) 日常清掃業務
本業務で日常清掃が対象となっていますが添付資料8主な維持管理業務項目
詳細一覧には、日常清掃の項目がありません。追加していただけますか。

要求水準書　添付資料8「主な維持管理業務項目詳細一覧」を修正します。

5 53 第4章 第7節 1 ⅱ
防犯・警備
業務

機械警備業者ですが、警備業法上できるところが限られるため再委託は認めら
れるのでしょうか？

お見込みの通りです。

6 54 第4章 第8節 ⅰ 修繕業務

（前段）「実施方針（案）等に関する質問及び意見への回答」(平成30年6月29
日)No54.質問に対する回答として年間3,000千円を想定しているとの記載があり
ますが、修繕金額の年間使用額の上限との解釈となるのでしょうか？
（後段）そうでしたら長期修繕計画作成にあたり、初年度から最終年度までの修
繕金額については変動を持たせることで質の良い修繕計画が作成可能となり
ます。ご検討お願いします。

（前段）事業期間中の総額45,000千円が上限となり、年間使用額の上限は設け
ておらず、事業者の提案によるものとします。
（後段）ご意見として承ります。

7 59 第5章 第2節 (1) i 安全管理業務
運営業務においては指定管理者の指定となるいうことで、監視員を自社社員と
すると警備員でなくても良いのでしょうか？警備員とする場合、業法上のことも
あり、運営会社からの委託は認められるのでしょうか？

平成30年7月4日公表の実施方針（案）回答No.12のとおり、警備業の資格が必
要となります。

様式1-5


